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平成２５年度重点施策の概要 (※は新規事業を含む施策) 

 

Ａ 共生の環 

  １ 環境汚染の防止 

(1) 下水道安全対策（雨水対策 北江ノ口分区）・・・・・・・・・・・・・Ｐ １ 

(2) 下水道安全対策（地震対策，長寿命対策）・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ２ 

２ 減災対策の強化 

    (1) 自主防災組織育成強化事業補助，防災人づくり事業 ・・・・・・・・・Ｐ ３ 

  ３ 環境負荷の少ない循環型社会の形成 

(1) 新クリーンセンター整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ４ 
４ 地球温暖化防止への貢献 

(1)※新エネルギー導入促進事業費補助 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ５ 

５ 市民協働によるまちづくり 

(1) 子どもまちづくり活動支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ６ 

   ・子どもまちづくり活動支援事業，子どもまちづくり基金 

(2)※地域福祉活動推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ７ 

 

Ｂ 安心の環                                     

 １ いきいき安心の高齢社会づくり                                    

    (1)※（仮称）介護ボランティアポイント制度準備事業 ・・・・・・・・・・Ｐ ８ 

(2)  ねんりんピック推進事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ９ 

 ２ 安全安心の生活環境づくり 

(1) 予防接種，ワクチン接種事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 10 

 

Ｃ 育みの環 

  １ 子どもを生み育てやすい環境づくり 

(1) 保育所施設耐震対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ  11 

(2)※子ども・子育て支援事業計画準備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ  12 

２ 未来に翔る土佐っ子の育成 

    (1)※生徒指導充実事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 13 

  (2) 土佐山小中学校統合整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 14 

 ・土佐山小中学校統合整備事業，土佐山小中一貫教育検討事業 

    (3) 小・中学校耐震対策  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 15 

    (4)※学校安全対策事業   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 16 

(5)※保幼小連携推進地区指定事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 17 

 ３ いきいき学び楽しむ生涯学習・スポーツの環境づくり 

    (1) 新図書館等複合施設建設事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 18 

   

Ｄ 地産の環 

  １ 大地の恵みを活かす農業の振興 

    (1)  春野広域農道整備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 19 

(2) 仁ノ地区排水対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 20 

    (3) 鳥獣被害緊急対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 21 

２ 独創性あふれるものづくりの振興 

    (1)※新産業団地開発事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 22 

(2)  企業立地助成金(含:条例改正)  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 23 



  

 

 

 

 

３  あったか土佐のおもてなし観光の充実 

    (1)※高知よさこい情報交流館運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 24 

      ・高知よさこい情報交流館運営事業，よさこい情報発信エリア推進事業 

(2)※第60回よさこい祭り推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 25 

  ４  いきいきと働ける社会づくり 

    (1) 雇用対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 26 

・地域雇用事業，緊急雇用事業，産業振興推進ふるさと雇用事業費補助， 

 ※起業支援型雇用創造事業 

     

Ｅ まちの環 

  １ 美しく快適なまちの形成 

    (1) 旭駅周辺市街地整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 27 

  (2)※中山間地域振興対策事業，移住・定住促進検討事業 ・・・・・・・・・Ｐ 28 

２ にぎわう市街地の形成 

    (1)※帯屋町二丁目地区優良建築物等整備事業費補助 ・・・・・・・・・・・Ｐ 29 

(2)※中心市街地活性化計画推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 30 

  ３ 安全安心の都市空間整備 

    (1) 木造住宅耐震化推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 32 

(2) 津波防災対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 33 

    ・津波防災対策事業，津波防災避難路等整備事業 

(3) 橋梁耐震対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 34 

(4) 新庁舎建設準備事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 35 

(5) 庁舎等市有建築物の耐震整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 36 

    ・土佐山庁舎，春野庁舎，春野弘岡中市民会館，工石山青少年の家 

(6)※防災士育成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 37 

(7)※地域防災計画等改訂事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 38 

(8)※学校救急救命講習事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 39 

    ・防災キャンプ推進事業，防災教育推進地域指定事業 

       ・救急救命講習事業 

 (9) （仮称）南部分署建設事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 40 

(10)※長浜分団屯所建設事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 41 

(11)※春野東分団屯所建設事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 42 

(12) 上水道災害対策事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 43 

 

Ｆ 自立の環 

  １ 持続可能で自立した行財政の基盤づくり 

    (1)※自治体コールセンター運営事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 44 

(2)※行政評価推進事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 45 

      ・行政評価推進事業，市民意識調査事業 

(3)※議会インターネット配信事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 46 

  ２ 住民による自治の環境づくり 

    (1) 地域コミュニティ再構築事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ 47 



―１― 

 施策事業：下水道安全対策（雨水対策 北江ノ口分区） 

 

                  （担当部局課名）都市建設部 下水道建設課  

 

 １ 事業目的   

    江ノ口地区は，ＪＲ四国土讃線の高架化とともに関連街路事業や高知駅周辺土地

区画整理事業が完了し，高知駅周辺では国の合同庁舎が開庁されるなど，高知の玄

関口として新たな街づくりが急速に進んでおり，宝町を含む北江ノ口排水分区の浸

水対策を行うもの。 

 

 ２ 事業年度   平成23年度から平成28年度まで 

 

 ３ 平成25年度事業費  １，７００，０００千円（江ノ口雨水貯留管） 

   （主な経費） 

事業名 江ノ口雨水貯留管築造事業（平成24～26年度の継続事業） 

総事業費       3,500,000千円 

・平成24年度     700,000千円 

・平成25年度  1,700,000千円 

・平成26年度   1,100,000千円 

      

 ４ 事業概要及び平成25年度の事業内容   

     雨水貯留管   φ3,500ｍｍシールド工法，Ｌ＝2,659ｍ 

     ・平成25年度  雨水貯留管築造工事（φ3,500mmシールド工） 

              仮設工（防音ハウス築造等）  １式 

              管渠築造工 他        １式 

 

 ５ 成果目標・事業効果 

    江ノ口雨水貯留管の築造により，現在の雨水整備基準（時間降雨強度77ｍｍ）ま

で能力を増強し，高知駅周辺の江ノ口地区及び宝町周辺の浸水被害の解消を図る。 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

江ノ口雨水貯留管　位置図

高知駅

附属小中

一ツ橋小

愛宕中

江ノ口小

江陽 城東中学

江ノ口ポンプ場
弥右衛門公園

久　万　川

φ3500mm 　L=2,659m貯留管(シールド工)

（Ａ＝140.7ha） （降雨強度77mm/h）



―２― 

 施策事業：下水道安全対策（総合地震対策，長寿命化）(当初・３月補正前倒し) 

 

                  （担当部局課名）都市建設部 都市建設総務課  

 

 １ 事業目的   

    南海地震時においても下水道施設の機能確保ができるよう，また，万一被害を受

けても迅速に復旧できるよう，下水道施設の耐震，防水対策等を図るもの。また，

老朽化した設備機器において，長寿命化計画に基づき効率的な維持修繕及び改築更

新を行い，市民生活の安全・安心を確保するもの。 

 

 ２ 事業年度   総合地震対策  平成24年度から平成28年度まで 

          長寿命化対策  平成25年度から平成30年度まで 

 

 ３ 平成25年度事業費     

      １，０８３，０００千円（うち３月補正５９６，０００千円） 

   （主な経費） 

     ・総合地震対策事業  650,000千円（うち３月補正300,000千円） 

     ・長寿命化対策事業  433,000千円（うち３月補正296,000千円） 

   

 ４ 事業概要及び平成25年度の事業内容   

・総合地震対策 

①下知，潮江，瀬戸下水処理場の防水化工事 

②海老ノ丸ポンプ場の耐震補強及び防水化工事 

③幹線管渠の耐震工事等 

・長寿命化対策事業 

①下水処理場 

下知，潮江，瀬戸下水処理場設備整備工事 

     ②ポンプ場 

       海老ノ丸，一宮雨水，潮江南，小石木ポンプ場等設備改修工事等 

 

 ５ 成果目標・事業効果 

    地震や津波による被害を軽減し，施設機能を守ることで，長期浸水時の排水を早

期に行い，復旧活動等の迅速化を図る。また，長寿命化計画により老朽化した設備

の維持修繕や改築更新を行い，下水道施設の機能を確保する。 



 

－３－ 

 施策事業：自主防災組織育成強化事業補助 

      防災人づくり事業  

 

           （担当部局課名）防災対策部 防災政策課・地域防災推進課  

 １  事業目的   

    自主防災組織の育成・強化策として防災人づくり塾を開催して地域での防災リー

ダーとなる人材を育成するとともに，自主防災組織の結成や活動の活性化を支援す

るため，防災資機材の整備や学習会の開催，合同防災訓練等の開催などに対して補

助金を交付し，地域防災力の向上を図ることを目的とする。 

 

 ２  事業年度    

高知市自主防災組織育成強化事業費補助 平成11年度から 

防災人づくり事業           平成12年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    １２７，３６０千円 

     ・自主防災組織育成強化事業費補助金       123,000千円 

     ・防災人づくり事業費                      4,360千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

       自主防災組織の結成促進及び活性化を図るため，自主防災組織育成強化事業費補

助金を交付する。防災人づくり塾は全８講座を前期・後期の年２回開催し，防災リ

ーダーを育成する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    自主防災組織の結成の促進及び既存の自主防災組織の活動の活性化を促すととも

に，南海トラフ巨大地震など大規模災害への備えとしての地域防災力の向上を図る

ことができる。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                【防災人づくり塾】 



―４― 

 施策事業：新クリーンセンター整備事業 

           

                      （担当部局課名）環境部 環境業務課  

 

 １  事業目的   

    老朽化した現クリーンセンターについて，業務の効率化や次期南海地震対策等を総

合的に勘案し，現高知競馬場第六駐車場への移転整備を行うもの。 

 

 ２  事業年度    

     平成24年度から平成26年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費  ２００，０００千円   

      (主な経費) 

     用地費                         142,187千円 

敷地造成工事費                  18,700千円 

     燃料備蓄設備整備                31,613千円 等 

           

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    ・クリーンセンター新築工事に向けて，建設用地を購入し造成工事を行う。 

    ・燃料備蓄設備を整備する。 

 

24年度 25年度 26年度 

 

 

移転先：高知競馬場第六駐車場 

  

                          現クリーンセンター用地は売却予定 

 

 ５ 成果目標・事業効果 

   

  現クリーンセンターの施設機能に加え，災害時の避難所機能も兼備した，災害に強い

安全・安心で，環境に配慮した施設建設に向けて建設用地を取得し，造成工事を行う。 

  また，災害時でもパッカー車が出動し，ごみの収集業務にあたれるよう燃料の備蓄を

行う。 

    

 

基本・実施設計／地質調査 新クリーンセンター新築工事 

 （26年度末完成・引越し） 

用地取得 

燃料備蓄設備整備 

基本設計 

造成工事 



―５― 

 施策事業：※新エネルギー導入促進事業費補助 

 

                   （担当部局課名）環境部 新エネルギー推進課 

 

 １  事業目的   

東日本大震災により，原子力発電の安全性確保の課題，エネルギーの安定供給の

脆弱性の顕在化などから，エネルギー政策のあり方や地球温暖化防止への取組を大

幅に見直すことが急務となっており，今後は新エネルギーの導入拡大が必要となっ

ている。 

新エネルギーは，資源として枯渇することがなく，低炭素で安全であり，化石燃

料への依存も減らすことのできる純国産のエネルギーであることや，地域を限定せ

ず，創出，活用できるという特性を有している。 

本市としても，本市の自然条件等の強みや地域特性を十分に生かした新エネルギ

ーの積極的な導入を促進することにより，エネルギー自給率の向上や地球温暖化対

策に寄与するとともに，防災対策や市民生活の向上に繋げていこうとするもの。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から平成26年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費    ７，５００千円 

    （内訳）補助金 １施設あたり上限1,500千円 × ５施設 ＝ 7,500千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

認可地縁団体が所有する公民館類似施設（集会所等）のうち，日照条件が良好で

耐震性能を備えている施設などに太陽光発電設備等を設置する場合に，その設置費

用の一部を補助するもの。 

・補助対象者   認可地縁団体 

・補助対象経費  太陽光発電，蓄電池などの設備 

・補助率     １／２以内 

・補助金額    １施設あたり上限1,500千円 

 

 ５  成果目標・事業効果 

公共性の高い公民館類似施設への太陽光発電設備等の導入を促進することにより，

集会所機能を高め，防災対策を図るなどの市民生活の向上に繋げるとともに，市民

に新エネルギー活用についての啓発を行い，最終的にはエネルギー自給率の向上や

地球温暖化対策に寄与することができる。 

  



―６― 

 施策事業：子どもまちづくり活動支援事業 

子どもまちづくり基金  

             （担当部局課名）市民協働部 地域コミュニティ推進課   

 

 １  事業目的   

    子どもたちが主体のまちづくり活動を支援する「こうちこどもファンド」を通し

て，将来のまちづくり活動を支える人材の育成を図っていくとともに，子どもたち

のまちづくり活動をきっかけに，コミュニティの活性化を図っていく。 

 

 ２  事業年度  平成24年度から 

 

 ３  平成25年度事業費     

     子どもまちづくり活動支援事業費 

           ４，０００千円 

     子どもまちづくり基金積立金 

        ３，０００千円 

    （主な経費） 

     活動助成金    2,400千円  

     基金積立金    3,000千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    平成24年度に，18歳以下の子どもたちが主体となって実施するまちづくり活動に

対して20万円を上限に助成を行う「こうちこどもファンド」を全国に先駆けて創設

し，防災活動や環境美化活動，歴史を守っていく活動など，様々なまちづくり活動

に取り組もうとする10団体に助成を行った。（応募は13団体） 

この制度は，子どもたちが提案して実行するまちづくり活動に助成するだけでな

く，助成の審査も子どもたちを中心に行っており（こども審査員は小学生，中学生，

高校生から各３名の合計９名，大人の審査員は学識経験者や市職員等の７名で構

成），事業のすべてを子どもたちが主体的に行っている点が大きな特徴である。 

平成25年度は，こうした子どもたちの活動が全市的に広がっていくよう，学校や

地域団体，住民等への広報活動をさらに積極的に展開していくとともに，子どもた

ちに対するサポート体制の充実も図っていく。また，県内外を問わず広く企業・団

体等に支援を呼びかけるなど，本事業の趣旨を多方面に発信しながら，「こうちこ

どもファンド」への理解と支援の輪を広げていく。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    子どもたちがまちづくり活動を体験することにより，コミュニティ能力やシチズ

ンシップ（市民性）が育まれ，将来のまちづくり活動を支える人材の育成につなが

っていくとともに，子どもたちのまちづくり活動に地域住民等を巻き込むことによ

り，新たな地域の絆が生まれ，コミュニティ活動の活性化が図られる。 

 
【公開審査会の様子】 
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 施策事業：※地域福祉活動推進事業  

 

                 （担当部局課名）健康福祉部 健康福祉総務課  

 

 １  事業目的   

   地域福祉計画は，社会福祉法第107条に定める計画であり，福祉サービスの利用の推

進に関する事項，社会福祉を目的とする事業発達に関する事項，地域福祉活動の住民

参加促進に関する事項を定めるもの。 

   平成24年度に策定する地域福祉計画に基づき，地域の主人公である市民が主体とな

って地域の力を高め，様々な地域の福祉課題の解決を目指す。    

 

 ２  事業年度   平成25年度から平成30年度まで 

 

３  平成25年度事業費  ２１，０００千円 

   （主な経費） 

   地域福祉コーディネーターに関する費用

                17,338千円 

   地域支え合い会議に関する費用    

                2,064千円 

   フォーラム開催に関する費用 

             532千円 等 

   

４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

   平成24年度は，高知市地域福祉活動推進計画を策定するため，住民や関係団体等と

の意見交換会や市民4,000人及び民生委員児童委員を対象にしたアンケートを実施し，

これらの結果や意見をもとに，高知市地域福祉計画推進協議会において地域福祉のあ

り方や進め方等の審議を行い，計画を策定し平成25年３月に市長への答申を行う予定。 

平成25年度は，計画に基づき「こえかけあい，たすけあい，うんとひろげよう，ち

いきのえがお」を合言葉に，計画の推進に向け，「おたがいさま」の住民意識づくりと

地域福祉を推進するための体制基盤づくりに重点を置き，取り組みを行う。 

高知市社会福祉協議会に「地域福祉コーディネーター」を配置し，福祉活動を行っ

ている地域の様々な団体や事業者，ボランティア活動等とのネットワークを強め，協

働して地域福祉の推進に取り組む。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

高齢者や障害者，児童といった対象者ごとではなく，誰もが安心して暮らせる支え

合いのあるまちづくりに向けて，住民同士の支え合いや助け合いといった共助・互助

の仕組みづくりを目指す。  
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 施策事業：※(仮称)介護支援ボランティアポイント制度準備事業  

 

                   （担当部局課名）健康福祉部 高齢者支援課  

 １  事業目的   

    高齢者の活躍の場の創出による生きがい・やりがいづくりと健康増進の取り組み

を推進することで，介護予防や地域での支え合いの強化を目指すため，介護支援ボ

ランティアポイント制度の実施に向け準備を行うもの。 

 

 ２  事業年度   平成25年度 

 

 ３  平成25年度事業費  １,５００千円 

(介護保険事業特別会計:地域支援事業で実施） 

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    高齢者のボランティア活動やいきいき百歳体操などの健康づくり活動に対し，ポ

イントを付与し，ポイントに応じて還元（「ですか」チャージ券，図書カード，地

域福祉活動への寄付など）を行う。 

    平成25年度は，平成26年度からの運用開始に向けた準備期間として，受入機関の

選定や管理機関との調整，制度周知などを行う。 

※「ですか」への還元については，公共交通の利用促進及び高齢者の移動手段の

拡充に繋げるため，交通政策課と連携しながら事業展開を図る。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    平成26年4月からの運用開始に向け，ボランティア受入機関を約400か所（対象機

関の約5割），ボランティア等対象者として5,000人（高齢者全体の6％程度）の登

録を目標とする。 

     

 

 
高知市 

ボランティア 
受入機関 

ボランティア 
いきいき百歳 

体操会場 

健康づくり 

実績報告 

事業実施委託 

還元額相当交付 

管理機関（市社協） 
ポイント付与機関管理 
ポイント管理・交換等 

地区社協等  
登録 

高齢者 

ボランティア活動 

ポイント交換申出 
ポイント付与 

要介護認定等 
の確認 

体操への参加 

スタンプ手帳へ押印 

登録 

スタンプの貸与 スタンプの貸与 

スタンプ手帳への押印 

ポイントの還元 
例：「ですか」チャージ券，図書カード，地域福祉活動への寄付など 

 

申請 支給 

「ですか」  
カード購入 
補助等 
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 施策事業：ねんりんピック推進事業  

              （担当部局課名）健康福祉部 ねんりんピック推進課   

 １  事業目的   

    健康及び福祉に関する積極的かつ総合的な普及活動の展開を目的として10月26日

から開催する「ねんりんピック（全国健康福祉祭）よさこい高知2013」を通じ，高

齢者を中心とする市民の健康の保持・増進，社会参加，生きがいの高揚等を図り，

ふれあいと活力のある長寿社会の形成に寄与する。 

 

 ２  事業年度   平成24年度から平成25年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費     

       ８７，５００千円（実行委員会予算 ２００，０００千円） 

    （主な経費） 

       開催推進費（大会会場外経費）  13,156千円 

       交流大会開催費（大会会場経費） 68,282千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    この大会をスポーツ・文化活動をより一層促進する好機ととらえ，市民の意識高

揚を図り，全国から集う参加者とともに市民の健康づくり，生きがいづくりを推進

するとともに，参加者を市民挙げて温かく歓迎し，心のこもったおもてなしの大会

とする。また，歴史と伝統に育まれた高知の文化を紹介し，坂本龍馬を育んだ自由

で豪快な気風あふれる高知を全国に発信する大会とする。 

 大会は，10月26日（土）の総合開会式から29日（火）の総合閉会式までの４日間

の日程で，高知県内で24種目の交流大会や各種イベントが開催され，高知市ではテ

ニス，ソフトテニス，ソフトボール，弓道，サッカー，水泳，ボウリング，俳句，

健康マージャンの９種目の交流大会を実施する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    高知ならではの「おもてなし」の提供により，参加者にも満足いただき，市民に

も高齢者の生きがいづくりや社会参加の重要性を認識してもらうとともに，県下で

開催される関係イベントを含めると，述べ40万人の参加が見込まれていることから，

宿泊や観光，物販等に関して多くの経済効果が見込まれ，高知市の活性化に繋がる

大会とする。 

昨年開催された宮城・仙台大会では，述べ参加人数51万人，経済波及効果は82億

円であったと試算されている。 
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 施策事業：予防接種，ワクチン接種事業（※高齢者肺炎球菌）  

 

                   （担当部局課名）健康福祉部 健康づくり課  

 

 １  事業目的   

    子宮頸がん予防，ヒブ，小児用肺炎球菌のワクチン接種を促進することで，子宮

頸がんや乳幼児の重症感染症を予防する。  

    また，高齢者肺炎球菌ワクチンの接種により，高齢者の肺炎の重症化を予防する。 

 

 ２  事業年度    

平成22年度から   子宮頸がん予防,ヒブ,小児用肺炎球菌のワクチン接種 

              平成25年度から  高齢者肺炎球菌ワクチン接種 

 

 ３  平成25年度事業費    ３０１,７０５千円 

    （主な経費） 

       子宮頸がん予防ワクチン接種事業費   93,311千円 

       ヒブワクチン接種事業費       75,664千円 

       小児用肺炎球菌ワクチン接種事業費  105,230千円 

       高齢者肺炎球菌ワクチン接種事業費  27,500千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    平成22年度より任意の予防接種として実施している子宮頸がん予防，ヒブ，小児

用肺炎球菌のワクチン接種について，平成25年度以降は定期接種化の予定であり，

財源措置に関しては，国庫補助から普通交付税に見直される見通し。併せて，子宮

頸がん予防ワクチンについては，国制度対象年齢を拡充し実施している県単独補助

事業も廃止となる。 

また，任意の高齢者肺炎球菌ワクチン接種について，平成25年度より高知県が高

齢者肺炎球菌ワクチン接種促進事業を創設する予定であり，その制度を活用してワ

クチン接種にかかる費用の一部助成を開始する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    ワクチン接種の促進により，健康的な生活を保持することができる。 

子宮頸がんや小児の髄膜炎・肺炎，高齢者の肺炎など，重篤化しやすい疾病を予

防することで医療費の削減につながる。 
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 施策事業：保育所施設耐震対策事業 

 

                   （担当部局課名）健康福祉部 保育課   

 

 １  事業目的   

保育園舎の整備について，待機児童の解消及び多様化する保育ニーズへの対応の

視点も含め，将来発生が予測される南海地震への耐震対策を計画的に推進する。 

【 改築予定の長浜保育園 】 

 

 ２  事業年度   平成15年度から 

                        

３  平成25年度事業費             

       ８３３，２４５千円 

 

    （主な経費） 

     ⑴ 民間保育所施設整備事業費補助金  465,245千円（県2/3,1/2補助） 

     ⑵ 民営保育所耐震診断事業費補助金    6,000千円（国1/3補助） 

     ⑶ 長浜保育園改築事業費        340,000千円 

     ⑷ 旭保育園改築事業費          22,000千円 

      

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

⑴ 民間保育所施設整備事業費補助金 

愛育会保育園，朝倉くすのき保育園の増改築事業等に対し補助を行う。 

⑵ 民営保育所耐震診断事業費補助金 

民営保育所５施設の耐震診断について補助を行う。 

⑶ 長浜保育園改築事業費 

現園舎の解体撤去工事及び新園舎の建築工事等を実施する。 

新園舎：ＲＣ２階建，延床面積900㎡程度 定員120人 

⑷ 旭保育園改築事業費 

未耐震の木造園舎である旭保育園の改築に着手する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    民営及び市立保育所の施設の耐震化について，平成30年度完了を目標として取り

組み，地震津波災害時等の入所児童の安全確保を図る。 

【 改築予定の愛育会保育園 】     【 改築予定の朝倉くすのき保育園 】 
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 施策事業：※子ども・子育て支援事業計画準備事業  

 

                  （担当部局課名）健康福祉部 子育て支援課   

 

 １  事業目的   

    子ども・子育て支援法第61条に基づき，国の定める基本指針に即して，５年を一

期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保や業務の円

滑な実施に関する計画（「市町村子ども・子育て支援事業計画」，平成27年度～）

を策定する。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から平成26年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費    ３，０６８千円 

    （主な経費） 

       子ども・子育て支援会議委員報酬     320千円 

       計画策定に向けたニーズ調査委託費   2,748千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    子ども・子育て支援会議（条例で規定する）を設置・開催し，同会議において市

町村子ども・子育て支援事業計画の調査審議等を行う。また，事業計画の策定に向

け，地域の実情や教育・保育・子育てニーズ等を調査・把握するため，ニーズ調査

を実施する。 

 

      ≪子ども子育て関連法本格施行までの想定イメージ≫  

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

主な動き 
＊法律公布 

（8/22） 
  

＊本格施行 

 

事業計画 
    

子ども・子育て 

支援会議 

    

 

 ５  成果目標・事業効果 

    安心して子どもを生み，育てることのできる社会の実現に向け，社会全体で子ど

も・子育てを支援する新しい支えあいの仕組みを構築する。また，質の高い幼児期

の学校教育・保育の総合的な提供，保育の量的拡大・確保，地域の子ども・子育て

支援の充実を目指す。 

  

市町村事業計画の検討（ニーズ調査を含む） 

事業計画等を調査審議 設
置 



―１３― 

 施策事業：※生徒指導充実事業  

 

               （担当部局課名）教育委員会 人権・こども支援課  

 

 １  事業目的   

    子どもたちが安心して学校生活が送ることができるよう児童生徒の社会的資質や

規範意識を高めるとともに，教職員の生徒指導への理解を深め，学校における生徒

指導の充実を図る。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から平成27年度まで（単年度ごと） 

 

 ３  平成25年度事業費    １３，７００千円 

        

    （主な経費） 

       生徒指導スーパーバイザー派遣事業費  12,813千円 

（県市連携，県補助１／２） 

       学校支援アドバイザー派遣事業費      790千円 

                         （県市連携，県補助１／２） 

       生徒指導方法の充実費            97千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    生徒指導スーパーバイザー派遣事業は，委嘱した６名の「生徒指導スーパーバイ

ザー（教員ＯＢや警察ＯＢなど）」を高知市立学校に派遣し，生徒の問題対応への

支援を行うとともに，生徒指導体制の組織的な対応の確立を目指すもの。 

    学校支援アドバイザー派遣事業は，依頼した４名の「学校支援アドバイザー（大

学教授等）」を指定校４校に派遣し，専門的分野からの助言を教職員に行い，今日

的な生徒指導の対応力の充実を図るもの。 

 生徒指導方法の充実費は，生徒の人権意識や生徒指導への意識を高めるため，自

主的・自治的な生徒会活動への支援を行うもの。また，生徒指導に関わる資料の収

集や整備を行うもの。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    複雑で多様になっている生徒指導上の諸問題への対応力を高めることができる。 

豊富な知識や経験を持つ専門家を学校へ派遣し助言や支援を行うことにより，従

来の生徒指導の指導体制の再構築を図り，問題行動への早期対応・早期解決を実現

する。また，児童生徒の自己存在感を高めることができる。 
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 施策事業：土佐山小中学校統合整備事業 

土佐山小中一貫教育検討事業 

 

                   （担当部局課名）教育委員会 教育政策課 

 １ 事業目的   

    学校に対する家庭や地域のニーズを反映させ，学校・家庭・地域のかかわりを再

構築するとともに，それぞれの立場で主体的に地域の子どもたちの成長を支えてい

くよりよい環境づくり（学校づくり，地域コミュニティづくり）を進める。また，

土佐山小学校及び土佐山中学校については，教育環境の向上を目指し，小中一貫校

として現小学校敷地への統合整備を行うもの。 

  

２ 事業年度  平成24年度から平成26年度 土佐山小中学校統合整備事業 

  

３ 平成25年度事業費   ２６５,４００千円 

    ○土佐山小中学校統合整備事業（平成25年～平成26年度継続事業） 

総事業費     950,000千円 

      平成25年度 265,000千円 

      平成26年度 685,000千円 

校舎及び屋内運動場 

       ・構造：鉄筋コンクリート造・一部鉄骨造３階建て 

       ・延床面積：3,352.90㎡ 

プール 大プール25m×4コース 小プール24㎡ 

       太陽光発電施設・蓄電池（30kw/h） 

   ○土佐山小中一貫教育検討事業 400千円 

検討委員会謝金 178千円 

     講師旅費     92千円 

印刷製本費      130千円 

 

４ 事業概要及び平成25年度の事業内容   

   ○ 現在の小学校校舎敷地は狭隘であるため，グラウンド位置へ校舎，屋内運動場

等を全面改築による小中統合校の整備を行う。また，防災機能強化として，地元

要望でもある，太陽光発電施設及び蓄電池の整備を行う。 

〇 教育内容については，平成 25年度に教育内容検討委員会を発足して，中山間

地域のモデル校として特色があり魅力ある教育内容を検討していく。また，児童

生徒は市内全域から募集したいと考えており，ポスターやリーフレットの作成し，

保育所・幼稚園・小学校等の関係機関に配布し保護者に周知する。 

  

 ５ 成果目標・事業効果 

   ○ 平成27年４月開校に向けて小中統合整備事業の完了を目指す。 

○ 一貫教育の小中学校として特色ある教育内容の構築を目指す。 



―１５― 

 

施策事業：小・中学校耐震対策（当初・３月補正前倒し） 

 

                   （担当部局課名）教育委員会 教育政策課 

 

１ 事業目的   

  南海大地震に備えて，地震発生時の児童生徒の安全を確保するとともに，地域住民に

安全な避難場所を提供するため，学校施設の耐震化を行うもの。 

 

２ 事業年度   平成８年度から平成30年度まで 

 

３ 平成25年度事業費   ５１２,７３９千円（３月補正前倒し含む） 

  （内訳） 

小学校 春野東小学校屋内運動場改築事業費 161,000千円 (24～25年度継続事業: 

内３月補正101,000千円) 

 耐震補強推進事業費 90,000千円  

 耐震補強整備事業費 150,865千円 (３月補正前倒し) 

中学校 耐震補強推進事業費 35,000千円  

 耐震補強整備事業費 75,874千円 (３月補正前倒し) 

 

４ 事業概要及び平成25年度の事業内容 

   昭和56年以前の旧耐震基準で建築された施設について，「高知市立小中養護学校施設

耐震化計画」に沿って耐震診断を実施し，耐震性の有無を確認した後，耐震性が不足し

ている施設について，平成30年度までに改築若しくは耐震補強工事を行うもの。 

   平成25年度事業としては， 

① 24年度から２か年継続事業で実施している春野東小学校屋内運動場の改築工事を

完成させる。 

  ② 耐震補強推進事業として，第六小学校東舎，旭小学校校舎，小高坂小学校南舎，

三里小学校北東舎，介良小学校南舎，泉野小学校北舎，朝倉第二小学校中舎，城西

中学校北舎，朝倉中学校南中舎，西部中学校北東舎，南海中学校中舎，介良中学校

中舎の耐震補強設計を行うとともに，江陽小学校屋内運動場の改築設計を行う。 

  ③ 国の補正予算を活用して，24年度３月補正予算で前倒し対応する耐震補強整備事

業として，五台山小学校屋内運動場，一ツ橋小学校屋内運動場及び三里中学校屋内

運動場の耐震補強工事を行う。 

 

５ 成果目標・事業効果 

    上記事業の実施により，24年度末現在で67.3％の耐震化率が25年度末に73.8％となる。 



―１６― 

 施策事業：※学校安全対策事業(小,中,養,幼,商業高校含む)  

 

                  （担当部局課名）教育委員会 教育環境支援課 

（担当部局課名）教育委員会 高知商業高等学校 

 

 １  事業目的   

    近い将来起こることが確実視されている南海地震に備え，児童生徒の安全を確保するた

め小学校・中学校・養護学校・幼稚園・商業高校の校舎整備を実施するもの。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    １５，５８４千円 

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

   【事業概要】 

     近い将来，起こることが確実視される南海地震では，震度７前後の非常に激しい揺れ

が予想されている。 

      地震の揺れが到達する前に安全確保のための備えができるよう，緊急地震速報装置を

小中学校，養護学校，商業高校に設置するとともに，地震発生後の校舎内の避難路を確

保するために，窓ガラスの飛散を防止するフィルムの貼付も進める。 

 

【平成25年度事業内容】 

① 揺れが到達する前に備えが出来るように緊急地震速報装置を小中学校，養護学校，

商業高校に設置する。 

② 地震発生後の避難路確保のため窓ガラスに飛散防止フィルムの貼付を進める。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    児童生徒が揺れに備え，安全に避難できるようにする。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 



―１７― 

 施策事業：※保幼小連携推進地区指定事業  

 

                   （担当部局課名）教育委員会 学校教育課  

 

 １  事業目的   

本事業は，幼児教育と小学校教育との円滑な接続と双方の充実をめざし，各小学

校区における保育所・幼稚園等と小学校の教職員が，子どもの学びと育ちの連続性

に視点をあてた連携を推進することを目的とする。 

 

 ２  事業年度   平成25年度 

 

 ３  平成25年度事業費   ２,２００千円 

    （主な経費） 

       保幼小連携に係る研修会講師謝金・旅費 880千円 

       保幼小連携研究発表冊子等印刷製本費  910千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容     

    ８小学校区を「保・幼・小連携推進地区」として指定し，のびのび土佐っ子【保 

幼小連携】プログラムをもとにした実践をモデルプランとして市全体に広げていく。 

    具体的には， 

   右の図に示した 

ように， 

   ・人をつなぐ 

   ・教育をつなぐ 

   ・組織をつなぐ 

   の３つの方策を 

   もとに，学校や 

園の実態に即し 

た取り組みを進 

める。 

 

 

 

 

 ５  成果目標・事業効果 

  ⑴ 保育所・幼稚園等と小学校が組織的に連携する体制を構築することが，「小１プ

ロブレム」等の接続期の課題を解消する手立てとなる。 

⑵ アプローチカリキュラムやスタートカリキュラムを実践することで，幼児教育と 

小学校教育の円滑な接続を図ることができる。 
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 施策事業：新図書館等複合施設建設事業  

 

                   （担当部局課名）教育委員会 市民図書館   

 

 １  事業目的   

    統合・移転が予定されている追手前小学校敷地の一部を活用し，狭隘化や老朽化

した県立図書館と高知市民図書館を一体的に整備するとともに，点字図書館や科学

館（仮称）を合わせた複合的な施設を整備するもの。 

県市図書館の役割分担を明確化し，効率的な運営を行うことにより機能強化を図

るとともに，蔵書の充実やサービスの拡充を図る。また，中心市街地の活性化にも

寄与するものとする。 

 

 ２  事業年度   平成22年度から平成27年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費  ４３７,０００千円 

              （平成25年度～27年度 継続費総額5,740,000千円） 

   （主な経費）・埋蔵文化財発掘調査，建築主体工事・工事監理， 

システム設計・構築，ラベル貼替等委託料     358,083千円 

         ・ＩＣタグ貼付，事務費等負担金            42,165千円 

         ・西側敷地舗装等整備工事費             20,000千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

平成23年４月    基本構想策定 

平成23年７月    基本計画策定 

平成24年３月    基本設計策定 

平成25年１月    実施設計に係る住民説明会，地元説明会等を開催 

平成25年2月～8月  解体工事・樹木移植工事(予定) 

平成25年4月～12月  埋蔵文化財発掘調査(県委託，予定) 

平成25年4月     システム設計・構築委託発注(県委託，予定) 

平成25年8月     実施設計策定(予定) 

平成25年9月～12月  建築工事等発注(県委託，予定) 

平成25年10月～3月  西側敷地舗装工事(予定) 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    平成25年８月に実施設計を策定。平成25年9月～12月に建築工事等を発注。 

 



－１９－ 

 

施策事業：春野広域農道整備事業 

 

（担当部局課名）農林水産部 耕地課  

 

 

１ 事業目的 

 

 春野広域農道が高知市緊急輸送道路(第三次)に指定されたことを踏ま

え，本路線の道路機能及び通学路機能の向上と適正な維持管理を図り,も

って春野地域の農業振興と災害発生時における災害活動の円滑化に寄与す

る。 
 
 
２ 事業年度 

 平成23年度から平成27年度まで 
 
 

３  平 成 25年 度 事 業 費  

６ ２ ,０ ０ ０ 千 円  

用 地 測 量 費     10,000千 円  

工 事 費       42,000千 円  

   (車道舗装整備 歩道整備) 

用 地 費       10,000千 円  

                    

                                     

４ 事業概要及び平成25年度の事業内容         ↓整備後 

 

    春野広域農道は整備後概ね40年が経過し， 

近年の交通量の増加とともに，橋梁や舗装に 

著しい損傷が生じており，老朽化等に対応し 

た適正な改修を行う。また，歩車道分離が十 

分になされていないため，通学路の安全を確 

保するために歩道整備を行う。 

 

      農道延長L＝6,080m 標準幅員W＝7.0mの舗装補修 

      橋梁数＝全14橋の補強補修 

      通学路としての機能向上 
 

５  成果目標・事業効果 

 

・ 耐震対策として桁座拡幅工を10橋完了し,残り4橋は国の平成24年度補正予算(市は
３月補正,繰越)により県営工事にて施工を図る。 

・ 春野中学校正門から東側へL=120mの歩道整備や芳原地区の歩車道整備L=270mを実施

したが，引き続き25年より幅員狭小部の用地買収を行い通学路を確保する。併せて

舗装面の改修を行い車両等の走行性を確保する。 



－２０－ 

 施策事業：仁ノ地区排水対策事業 

 

                   （担当部局課名）農林水産部 耕地課   

 

 １  事業目的   

    春野町仁ノ地区全体の排水計画を見直し，湛水被害を軽減することを目的とする。 

 

 ２  事業年度  平成 24年度から 

 

 ３  平成25年度事業費 （調査設計委託料）４，０００千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    仁ノ排水機場は，昭和 59年度に県営湛水防除事業によりφ1,000mmのポンプが２

台設置され湛水被害の防止を図ってきた。しかし，建設以来 30年近くが経過し，

老朽化が進んでいるため平成 22年度から 25年度にかけて県営基幹水利施設ストッ

クマネジメント事業を利用して排水施設の機能の延命化に取組んでいる。しかし，

この 30年の間に，地区流域や堤外の状況の変化により台風や集中豪雨時に湛水被

害を受ける危険が高まってきており，これらの状況の変化に対応するため，地区全

体の排水計画を見直し，湛水被害の防止を図る。 

平成 24年度は，地域における土地利用等の実態や整備水準などの調査検討を行っ

た。平成 25年度は，当初の県営湛水防除事業計画と現況の土地利用の実態との比

較による遊水地等の調査検討を行う。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

新市まちづくり計画に基づき地区全体の排水計画の見直しを行い，湛水被害を軽

減することにより地域農業の維持発展を図る。 

 

 

              

              

      



 

－２１－ 

 施策事業：鳥獣被害緊急対策事業 

 

                   （担当部局課名）農林水産部 農林水産課   

 

 １  事業目的   

    有害鳥獣による農産物等及び生活環境への被害は年々深刻化しているため，被害

防止対策に取り組んでいる高知市鳥獣被害対策協議会を支援するとともに，有害鳥

獣の捕獲補償金制度や捕獲実施者への支援策を新たに創設することにより，農産物

等への被害の軽減と市民が安心して生活できる環境の保全を図る。 

 

 ２  事業年度   平成16年度から 

 

 ３  平成25年度事業費   ３,５９５千円  

   （主な経費） 

       捕獲報償金（イノシシ）2,400千円 

   【新規】捕獲報償金（サル）   400千円 

       補助金（協議会）    600千円 

   【新規】補助金（捕獲実施者）  195千円 

 

 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

農産物等への被害が多く出ている集落の代表者及び関係機関・団体（農協・

農済・猟友会）等で構成とする高知市鳥獣被害対策協議会に対し，同協議会が

実施する捕獲檻の設置などの被害防止対策に対して補助を行うほか，有害鳥獣

として捕獲されたイノシシについては引き続き6,000円／頭を捕獲実施者に交付

するとともに，北部中山間地域で被害が深刻化しているサルについては20,000

円／頭の捕獲報償金を新設するもの。 

また，狩猟者の減少や高齢化が進み，捕獲実施者の育成確保も近年の課題と

なってきていることから，これまで有害鳥獣の捕獲に参加実績のある者を対象

として，狩猟者としての資格を維持するための経費の一部（狩猟者登録手数料 

1,800円／猟具種の１／２）を補助する制度を創設する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    平成24年11月に見直しを行った第２次高知市鳥獣被害防止計画においては，被害

が拡大するイノシシの捕獲計画数を200頭から400頭に引き上げるとともに，新たに

サルを対象鳥獣に加えて対策に取り組むこととしている（計画期間 平成24～26年

度）。 

平成25年度は，同計画に基づき本事業を実施することにより，農産物等への被害

軽減に努めていく。 

サルの捕獲檻 



 

－２２－ 

施策事業：※新産業団地開発事業  

 

                   （担当部局課名）商工観光部 商工振興課   

 

 １  事業目的   

     操業環境の悪化等による市内製造業の転出が相次ぐ中，団地整備によって企業

の流出をくい止めるとともに，新たな企業誘致を行うため新産業団地の整備を行

うもの。 

 ２  事業年度   平成25年度から平成27年度まで 

 ３  平成25年度事業費 

       48,182千円(特別会計) 

    （主な経費） 

     団地造成事業事務委託費・用地測量委託業務  46,918千円 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

実 施 者:高知市，高知県 

事業内容:産業団地の整備・分譲 

整備箇所:高知市一宮字大坂 

分譲面積：約５ｈａ（予定） 

事業期間:(平成24年度 適地調査，地元説明) 

（予定） 平成25年度 地積測量，用地測量，実施設計，用地買収 

平成26年度 造成工事 

平成27年度 分譲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    産業団地整備によって，市内企業の流出をくいとめるとともに，新たな企業誘致

を行い，雇用の維持・創出を図る。 

布師田 

月池 

南国市 

高知市 

逢坂峠 

一宮 
県道北本町領石線（旧Ｒ３２） 

逢坂峠 

至
高
松 

四国横断自動車道 

土佐神社 

至
四
万
十 



―２３― 

 施策事業：企業立地助成金（予算外議案:工場立地法地域準則条例） 

 

                   （担当部局課名）商工観光部 商工振興課   

 

 １  事業目的   

      製造業等の県外，市外移転を防止するとともに，長浜産業団地の分譲等を通じ

て中小企業のＢＣＰ構築を支援する。また，バックオフィスやコールセンター，

コンテンツ系企業等の事務系企業の誘致を図り，新たな雇用の創出を図る。 

 

 ２  事業年度  平成７年度から 

 

 ３  平成25年度事業費 

    ９２,７６２千円(企業立地助成金，企業誘致推進・創業支援事業費) 

    （主な経費） 

     企業立地助成金  90,000千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

  ① 木材や農産物等本市の地域資源を活かした産業の育成及び企業の立地と定着を図

るため，企業立地助成金の対象事業に「地域資源活用事業」を追加する。 

② 市内中小企業のＢＣＰ構築の支援や長浜産業団地の分譲促進を図るため，同団地

へ立地する企業への企業立地助成金の拡充を行う。 

③ 雇用の創出を図るため，バックオフィスやコールセンター等事務系企業の誘致に

かかる助成制度の拡充を行い誘致競争力の強化を図る。 

 

※これらの事業と併せて，工場立地法地域準則条例の制定を行い，大規模な工場

等の敷地の緑地面積率等を緩和し，土地の有効利用や耐震化整備及び施設更新に

資することにより企業の定着を図る。 

 

◆条例施行後（市準則） 

 住居・商業系地域 準工業地域 
準工業地域， 

高知新港企業用地 

工業専用地域， 

工業地域 

市街化区域以外

の区域 

緑  地 15％以上 10％以上 ５％以上 ５％以上 

環境施設 

※ 

20％以上 15％以上 10％以上 10％以上 

※条例で定めず，法の基準（緑地面積率は20％以上，環境施設面積率25％以上）を用いる。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

市内企業の流出を防止するとともに，新たな企業誘致を実現させ雇用の維持と

創出を図る。 



－２４－ 

高知よさこい情報交流館外観パース図 

 施策事業：※高知よさこい情報交流館運営事業 

      ※よさこい情報発信エリア推進事業 

 

                   （担当部局課名）商工観光部 観光振興課  

 

 １  事業目的   

    本家「よさこい祭り」に関する情報を集

積した拠点づくりを行うことにより，全国

へ広がったよさこいの原点や歴史の変遷を

明らかにし，改めて高知のよさこい祭りの

魅力を認識し，よさこいを通じた一層の交

流の促進等を図る。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    ２５，０００千円 

       高知よさこい情報交流館運営事業費    22,000千円 

       よさこい情報発信エリア推進事業費     3,000千円 

    （主な経費） 

       高知よさこい情報交流館運営委託費        9,884千円 

       よさこい情報発信エリア推進事業委託費      3,000千円 

建物賃借料                  11,384千円 等 

                

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

    第60回よさこい祭りにあわせてオープ

   ンする「高知よさこい情報交流館」で 

   は，本家「よさこい」の情報発信拠点 

   として，よさこいに関する資料や映像，

   写真を展示しよさこいの魅力を発信し 

   ていく。 

また，はりまや橋商店街～高知よさこ

い情報交流館一帯をよさこい情報発信エ

リアとし，エリア内でのよさこい披露など，にぎわいの創出や回遊性の向上などを

図る。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    「よさこいの本家・高知」の情報発信拠点づくりを推進していくことで，平成27

年に高知県の目標である400万人観光の実現を目指す。 

 



 

－２５－ 

第59回よさこい祭り

 施策事業：※第60回よさこい祭り推進事業 

 

                   （担当部局課名）商工観光部 観光振興課  

 

 １  事業目的   

    昭和29年に当時の不景気を吹き飛ばし市

民を元気付けようと始まった『よさこい祭

り』が本年，60回の節目の大会を迎える。 

また全国大会も第15回大会となることか

ら，よさこい祭振興会・県・市・関連業界

が連携し，一体となった市民の祭を開催す

ることで，『本場・高知のよさこい』を全

国に情報発信していく。 

 

 ２  事業年度   平成25年度 

 

 ３  平成25年度事業費    ８，０００千円 

    （主な経費） 

       よさこいサミット委託料               2,539千円 

       よさこい披露（駅前，はりまや橋商店街）       3,600千円 

       よさこい発祥の地ＰＲキャラバン           1,491千円 

 特別表彰（ペギー葉山さん）               70千円 

       フラフ・バナー制作，掲示               300千円 

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    全国に広がるよさこいの主催者をパネラーに迎え「よさこいサミット」を開催し，

本家よさこい祭りの起源を振り返り，全国に広がるよさこいの魅力を情報発信して

いく。 

また，県外の祭りによさこいチームを派遣し「本場・高知のよさこい」をＰＲす

るとともに，高知駅前，はりまや橋商店街でもよさこい祭り期間中以外に定期的に

よさこいを披露することで，よさこい発祥の地高知のＰＲを図っていく。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    第60回を迎えるよさこい祭りを軸に，高知市の観光スポットをＰＲし誘客につな

げ，観光の底力を向上させていくことで平成27年に高知県の目標である400万人観

光の実現を目指す。 

 



―２６― 

 施策事業：雇用対策事業  

                   （担当部局課名）商工観光部 商工振興課   

 １  事業目的   

     現下の雇用失業情勢の改善を図るため，国の交付金による県の基金からの補助事業，県単独

による補助事業などを活用し，民間企業等への委託や補助，直接雇用による事業の実施により，

短期的あるいは継続的な雇用の創出を目指すもの。 

 ２  事業年度 

  ①地域雇用特別対策事業（市単独） 平成17年度から 

②緊急雇用創出臨時特例基金事業  平成21年度から平成25年度まで 

     ③産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金（県単独） 平成24年度から平成26年度まで 

     ④起業支援型雇用創造事業（緊急雇用基金事業） 平成25年度のみ（翌年度に跨ぐ実施可） 

 ３  平成25年度事業費   ６７０，８４４千円     

     ①地域雇用特別対策事業（市単独） １０，６６４千円 

②緊急雇用創出臨時特例基金事業 ２５３，１４６千円 

③産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金（県単独） １０７，０３４千円 

④起業支援型雇用創造事業（緊急雇用基金事業） ３００，０００千円 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

    ①地域雇用特別対策事業 

      平成16年度で終了した国事業の一部を市単独事業として継続し，引き続き緊急かつ臨時

的な雇用及び就業機会の創出を図るもの。 

②緊急雇用創出臨時特例基金事業 

       離職を余儀なくされた失業者に対し，次の雇用までの臨時的・短期的な雇用・就業機会

を創出・提供することにより，生活の安定を図るもの。 

     ③産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金 

       国のふるさと雇用再生特別基金事業の終了に伴う激変緩和措置として，産業振興関連事

業について，県単独補助により事業の継続を支援するもの。 

     ④起業支援型雇用創造事業（緊急雇用基金事業） 

       起業後10年以内の企業・ＮＰＯ等を委託先として，地域に根ざした雇用創出事業を実施

し雇用の場を確保するとともに，委託先企業の成長等により雇用の受け皿を創出するもの。 

 ５  成果目標・事業効果  

     ①地域雇用特別対策事業 

       花ストリート整備事業など３事業を実施(新規雇用者数：12人を予定) 

②緊急雇用創出臨時特例基金事業 

       資料整理や各種調査，学校支援など43事業を実施（新規雇用者数：131人を予定） 

     ③産業振興推進ふるさと雇用事業費補助金 

       土佐山・まるごと有機ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業など９事業を実施（新規雇用者数：34人を予定） 

     ④起業支援型雇用創造事業（緊急雇用基金事業） 

       庁内各課からの事業提案及び企画提案型による公募を行う予定。平成23年度に実施した

『ふるさと雇用企画提案型雇用創出事業』の実績から，おおよそ１事業当り20,000千円，

５人の新規雇用と想定し，300,000千円の予算額で15事業・75人の新規雇用者数を予定。 



―２７― 

 施策事業：旭駅周辺市街地整備（当初・３月補正前倒し）  

                   （担当部局課名）都市建設部 市街地整備課  

 １  事業目的   

     旭駅周辺地区は，宅地規模の小さな老朽木造住宅が密集し，幅４ｍ未満の狭隘道

路も多い市街地であることから，道路・公園などの公共施設の整備とともに密集住

宅地の解消を進め，安全・安心なまちづくりを目指すもの。 

 

 ２  事業年度  平成15年度から平成44年度まで  

 

 ３  平成25年度事業費   ９６，２００ 千円（うち３月補正７１，２００千円） 

   （主な経費） 

・旭駅周辺地区住宅市街地総合整備事業 73,200 千円（うち３月補正71,200千円） 

       都市再生住宅設計等・用地費・補償費 

    ・旭駅周辺整備計画事業              15,000 千円 

       区画整理事業調査・事業計画（案）の作成・不動産鑑定 

    ・下島土地区画整理事業               8,000 千円 

       選挙人名簿作成・換地設計準備・パンフレット作成 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業により道路や公園，住宅などを整備

し，密集市街地の改善を行う。 

平成25年度は，整備計画を基に住宅市街地総合整備事業に着手するとともに，土

地区画整理事業の事業化に向けて取り組む。 

・ 旭駅周辺地区56haの住宅市街地総合整備事業の着手（都市再生住宅設計他） 

・ 下島町地区（東）3.2haの土地区画整理事業の事業計画決定 

・ 中須賀町地区8.3haの土地区画整理事業の都市計画決定 

 

５  成果目標・事業効果 

     住宅市街地総合整備事業の着手,下島町地区の土地区画整理事業の事業計画決定，

中須賀町地区の土地区画整理事業の都市計画決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ＮＮ  

※土地区画整理事業の区域は，概ねの範囲を示したものです。 
鏡 川 

国道 33 号 

ＪＲ旭駅 

●旭駅前通 

●蛍橋 

●旭町三丁目 

●旭町一丁目 
県道 272 号 

市道旭街 2 号線 

＜中須賀町地区＞ 

（約8.3ha） 

土地区画整理事業 

＜旭駅周辺地区＞ 

（約56ha） 

住宅市街地総合整備事業 

（密集住宅市街地整備型） 

0m       100m       200m      300m 

凡 例 

             区画整理事業区域 

防災道路 

都市再生住宅 

保育園 

＜国道33号＞ 

道路整備事業 

都市再生住宅 

市立旭保育園 

＜水源町地区・元町地区＞ 

土地区画整理事業 

中須賀町地区の進捗に併

せ，段階的な整備 

＜元町地区＞ 

＜水源町地区＞ 

＜旭駅城山町線＞ 

道路整備事業 

＜下島町地区（東）＞ 

（約3.2ha） 

土地区画整理事業 

＜下島町地区（西）＞ 

（約1.0ha） 

土地区画整理事業 



―２８― 

 施策事業：※中山間地域振興対策事業 

※移住・定住促進検討事業 

 

                   （担当部局課名）総務部 総合政策課   

 

 １  事業目的   

    平成19年１月の高知市中山間地域振興審議会の答申等を踏まえ，これまで本市の

中山間地域の振興に向けた様々な施策を展開してきたが，高齢化・過疎化は年々進

展しており，今後も高知県等関係機関との連携を図りながら，必要な対策を講じて

いく必要がある。そこで，中山間地域を取り巻く現状や課題について改めて調査し，

その結果を今後の施策展開に反映させ，課題解決と振興を図っていくもの。 

    また，高知県の第２期産業振興計画において「移住促進による経済活性化」が新

たなテーマとして掲げられ，今後，全県的に移住・定住の促進に向けた取組が活発

化していくことが予測される。 

本市においても平成24年８月の県市連携会議において，今後，県と連携しながら

移住・定住の促進に取り組むこととしており，中山間地域だけでなく中心市街地も

視野に入れた移住・定住促進に向けた取組の具体的な検討に着手するもの。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費     ３，５００千円 

       中山間地域振興対策事業  3,000千円 

移住・定住促進検討事業   500千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    中山間地域振興対策事業では，中山間地域における生活状況，地域課題等の実態

把握調査を行う。なお，調査実施に際しては，高知大学との連携により，調査項目

の検討等について専門的な助言を受けながら進める。 

    移住・定住促進検討事業では，先進地視察や外部講師招聘による講演会等を実施

しながら，新たに設置する庁内プロジェクトチームにおいて，今後の移住・定住の

推進体制も含めた取組の方向性等について具体的な検討を行う。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    中山間地域振興対策事業では，中山間地域の実態把握調査を行うことにより，そ

の結果を今後の各種計画・施策等へ反映させ，課題解決と振興を図っていく。 

    移住・定住促進検討事業では，移住・定住施策の推進に向けた情報収集と推進体

制の検討等を通じて，今後の事業展開のための基礎固めとする。将来的にはこれら

の検討をもとに様々な事業を展開し，高知県等関係機関との連携も図りながら，移

住・定住による地域経済の活性化をめざしていく。 



 

―２９― 

施策事業：※帯屋町二丁目地区優良建築物等整備事業費補助  

 

                   （担当部局課名）都市建設部 都市計画課 

 

 １  事業目的   

 高知市中心市街地活性化基本計画に位置づけられて

いる旧ダイエー跡地の商業・生活支援サービス施設及

び賃貸住宅の複合施設を優良建築物等整備事業として

認定，支援を行い，街なかの暮らし方を新たに実感で

きる基盤の充実と居住人口の増加を目指すもの。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から平成26年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費 

      １４５，５８４千円 （補助割合 国:1/2 県:1/4  市:1/4 ） 

    （補助内容） 

      調査設計計画費  66,984千円 

      地中障害除去費  16,448千円 

      共同施設整備費  62,152千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    【事業概要】 

     高知市優良建築物等整備事業費補助金交付要綱に基づき，建築設計費及び広場や

共用通行部分等の共同施設整備費を補助対象とし，それに要する費用を補助する。 

    【平成25年度の事業内容】 

建築設計費，地中障害除去費，工事出来高に対する共同施設整備費分について補

助金を交付する。 

 

敷地面積 約0.3ha 

延床面積 約10,600㎡ 

主棟 鉄筋コンクリート造14階建 

1～3階テナント施設 

  4～14階共同住宅94戸 

別棟 鉄筋コンクリート造３階建 

 テナント施設・立体駐車場72台 

 

５  成果目標・事業効果 

     土地の合理的かつ高度利用による良好な市街

  地の形成及び街なかの回遊性の向上 



―３０― 

 施策事業：※中心市街地活性化計画推進事業  

 

                  （担当部局課名）商工観光部 商工振興課  

 

 １  事業目的   

    平成24年11月に国の認定を受けた「高知市中心市街地活性化基本計画」に基づ

き，行政や民間が実施するハード・ソフト合わせて51事業を国の支援を受けなが

ら集中的に実施し，中心市街地の活性化を図る。 

 

 ２  事業年度   平成24年度から平成29年度まで 

           計画期間：平成24年12月～平成30年３月（５年４か月） 

 

 ３  平成25年度事業費     

       ７０３，０２９千円（中活関連） 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

 



―３１― 

【平成25年度の事業内容】 

項  目 № 事  業  名 内    容 事業費 

１ 新庁舎建設事業 新庁舎建設にかかる準備経費 6,800 

２ 花とみどりのまちづくり事業 花苗等の支給や公共花壇の花の植え付等 16,000 
市街地の整備改

善のための事業 
３ 総合あんしんセンター整備・運営事業 総合あんしんセンターの施設管理 40,161 

都市福利施設を

整備する事業 
４ 新図書館の整備 建築工事費委託及びシステム構築委託外 437,000 

居住環境の向上

のための事業 
５ 

（仮称）帯屋町二丁目複合施設整備事

業 
建築物等の整備に要する費用の一部を補助 145,584 

６ よさこい情報発信機能強化事業 高知よさこい情報交流館の管理運営 22,000 

７ よさこい情報発信機能強化事業 
高知市観光協会とはりまや橋商店街が連携

してイベント開催及びよさこいを披露 
3,000 

８ 商店街まちなみアドバイス事業 
良好な街なみ形成に向けたルール作りの勉

強会開催 
500 

９ 空き店舗対策事業 新規創業者等に対して家賃の一部を補助 4,000 

10 おまちの情報発信事業 タブロイド紙，ＨＰ等を活用した情報発信 3,000 

11 学生による日曜市サポート事業 学生による案内所・休憩所運営 1,344 

12 街路市活性化推進事業 
シルバー人材センター企画提案型街路市活

性化推進事業費補助 
2,000 

13 案内板等の充実や多彩なまち歩きの促進 案内板等の管理委託 140 

14 “まちの灯台”エスコーターズ事業 学生による商店街内の案内・介助等の活動補助 3,000 

15 商店街定期イベント 商店街のイベント補助 3,800 

16 街なか季節イベント イルミネーションフェスタ実施に係る補助 1,200 

商業の活性化の

ための事業 

17 街なか学生活動連携事業 空き店舗を活用した学生の活動拠点の運営補助 3,500 

公共交通の利便

増進事業 
18 観光周遊バス運行事業 観光地への二次交通運営補助 10,000 

合         計 703,029 

 

 

５  成果目標・事業効果 

目標 指標 現況値（H23） 目標値（H30） 

新しい街なかの暮らし方を実

感できる基盤を充実させる 
中心市街地の居住人口 5,017人 5,145人 

街なかの回遊性を向上させる 歩行者通行量 103,249人 105,916人 

 



―３２― 

 施策事業：木造住宅耐震化推進事業（当初・３月補正前倒し）  

 

                   （担当部局課名）都市建設部 住宅課   

 

 １  事業目的   

    次期南海地震に備えて，特に大きな被害が予想される旧耐震基準(昭和56年５月以前)で

建築された木造住宅の耐震対策を促進する。 

 

 ２  事業年度   平成15年度から 

 

 ３  平成25年度事業費 

   ５７３，１００千円（うち３月補正５０２，４８０千円） 

    （主な経費） 

       耐震診断士派遣         33千円×700件＝ 23,100千円 

       耐震改修計画作成費補助    200千円×500件＝100,000千円 

       耐震改修費補助            900千円×500件＝450,000千円        

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

 

  

                                 

                    

  

 

 

 

 

                        

 ５  成果目標・事業効果                [耐震補強工事中写真] 

                           木造住宅耐震化の状況               (単位:棟数) 

 

      年度 

区分 
Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20  Ｈ21  Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

(当初予算) 

199 642 510 231 384 553 561 724 689 700 
耐 震 診 断 

(1) (8) (4) (5) (7) (8) (8) (15) (19)   (0) 

40 188 226 161 360 300 
耐震改修計画 － － － － 

(0) (4) (2) (3) (10) (0) 

9 31 50 188 225 160 356 300 
耐 震 改 修 － － 

(0) (0) (0) (4) (2) (3) (10) (0) 

※括弧書きは共同住宅（内数）        

※耐震診断士派遣事業：Ｈ15年度開始       

※耐震改修費補助事業：Ｈ17年度開始       

※耐震改修計画作成費補助事業：Ｈ19年９月開始      

木造住宅の耐震改修費補助事業につ

いては，平成24年度は補助上限額を90

万円に拡大し実施したところ，耐震化

の促進がみられた。 

このため，平成24年度緊急経済対策

補正と25年度当初予算を合わせて500

件の耐震改修補助を実施することによ

り，南海地震対策を促進する。 

 



－３３－ 

 施策事業：津波防災対策事業（基金積立・３月補正含む） 

津波防災避難路等整備事業(３月補正含む) 

                       担当部局課名）防災対策部 防災政策課 地域防災推進課 

 １  事業目的   

    南海トラフの巨大地震を想定し，津波浸水想定地区の地区別津波避難計画を策定す 

るとともに，自然地形の高台への避難路・避難場所の整備や津波避難ビルの指定を推

進し，自然地形や高層建築物のない津波避難困難地域に対しては津波避難タワー等の

避難施設整備を行う。また，指定した津波避難ビルにゴムボートや簡易トイレ等の

配備を行い避難に備える。さらに海抜表示板や津波避難ビル看板を設置するなど日

頃の津波防災の啓発を行う。 

大規模災害発生時に社会基盤の復旧及び復興に資するため，高知市南海地震等災害

復興基金を積み立てるもの。 

                             【津波避難タワーイメージ】 

 ２  事業年度   平成23年度から  

 

 ３  平成25年度事業費    １，４５２，４００千円 

津波防災対策事業費      136,400千円 

津波防災避難路等整備事業費 1,216,000千円 

（うち平成24年度３月補正360,000千円） 

南海地震等災害復興基金    100,000千円 (平成24年度３月補正） 

（主な経費）・ 津波防災対策事業 

               ①地区別津波避難計画策定等 84,000千円 

②海抜表示板         8,600千円 

               ③簡易トイレセット        38,500千円 

                ゴムボート               5,300千円 

             ・ 津波防災避難路等整備事業 

④津波避難路整備         412,963千円 

⑤津波避難施設整備       562,500千円 

         

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

     ①15地区の地区別津波避難計画の策定 

②浸水想定区域内の主要道路等の電力柱に海抜表示板の設置 

③指定が完了した津波避難ビルにゴムボートや簡易トイレ等を順次配備するとと

もに，津波避難ビル看板についても順次設置 

④自然地形の高台への138か所の避難路・避難場所の整備 

⑤沿岸部の津波避難困難地域に対して津波避難タワー等の津波避難施設の整備 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    地区別津波避難計画を策定することで迅速な避難行動を行うことが可能となる。自

然地形の高台への津波避難路・場所の整備，津波避難ビルの指定，避難困難地域への

避難施設を整備することにより，津波発生時に迅速な避難が可能となる。 

津波避難ビルへの簡易トイレを配置することにより，衛生環境を良好に保つことが

可能となる。また，ゴムボートを整備することにより，長期浸水が発生した場合に，

各施設に避難した住民等に最低限度の移動手段を確保することができる。 

災害復興基金を設置することにより，大規模災害発生時の社会基盤の復旧及び復興

に充てることが出来る。 



―３４― 

 施策事業： 橋梁震災対策事業（平成24年度３月補正） 

※一般橋梁耐震補強整備事業  

 

                   （担当部局課名）都市建設部 道路整備課   

 

 １  事業目的   

     地震被災時の円滑な救急・救助活動や緊急物資の輸送・復旧活動を確保するた

め，昭和55年道路橋示方書より古い基準を適用し架設された15m以上の重要橋梁

について耐震対策を行うとともに，主要な一般橋梁についても耐震調査を進め，

住民生活の安全・安心を確保する。 

 

  

２  事業年度  平成25年度から平成30年度まで 

 

  

３  平成25年度事業費 

 ３９０，０００千円（うち３月補正３８２，０００千円） 

       橋梁震災対策事業費（17橋） 382,000千円（平成24年度３月補正） 

       一般橋梁耐震補強整備事業費  8,000千円 

    （主な経費） 

       設計委託費     71,000千円(重要橋梁:63,000千円,一般橋梁:8,000千円) 

       工事費     319,000千円(重要橋梁) 

   

  

４  事業概要及び平成25年度の事業内容 

   本年度は17橋（重要橋梁）の耐震対策を行う。また，一般橋梁９橋に対し耐

震調査を行う。 

 

  

５  成果目標・事業効果 

     重要橋梁17橋に対し耐震対策を行うことにより，落橋等の甚大な被害が軽減し

道路ネットワークの確保を図る。 

 

 

 

 

 

 



―３５― 

 施策事業：新庁舎建設準備事業 

      新庁舎整備基金（平成24年度３月補正）  

 

                   （担当部局課名）総務部 新庁舎建設課  

 

 １  事業目的   

    南海地震対策中長期計画（平成20年７月策定）の中で，庁舎の耐震化については

平成29年度までに建て替え又は耐震補強工事等に取り組むこととしており，これに

基づき平成23年度に本庁舎と南別館の耐震診断を実施した。 

    この診断結果を受け，庁舎の耐震化の手法等について検討した結果，現在位置で

の庁舎の建て替えに向けて必要な検討を進めていくこととなったもの。 

 

 ２  事業年度   平成23年度から平成29年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費   １０６，８００千円 

    （主な経費） 

       新庁舎建設準備事業費   6,800千円 

       新庁舎整備基金積立金 100,000千円（平成24年度３月補正） 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    学識経験者や市民の代表等で組織する高知市新庁舎建設検討専門委員会や，庁内

職員で組織する高知市新庁舎建設検討委員会を中心に，引き続き新庁舎建設に向け

て検討を進めていく。 

    平成25年度については，市民アンケートの実施や各種団体等への説明会を行うと

ともに，基本構想で掲げた庁舎の基本理念や基本的機能について具体的に整理し，

パブリックコメント実施後に新庁舎建設基本計画を策定する。 

また，新庁舎整備基金について積立を行い，庁舎建設の財源確保に努める。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    新庁舎の建設により，基本理念として掲げる「市民の安全・安心な暮らしを支え

る庁舎」「市民に分かりやすく，利用しやすい庁舎」「市民に親しまれ，愛着を持

てる庁舎」「環境に配慮した自然にやさしい庁舎」「効率性・機能性を重視した，

経済的な庁舎」の実現を目指す。 

平成25年度については，議会や市

民の意見を踏まえて基本計画を策定

し，基本・実施設計の着手に繋げて

いく。 

 



―３６― 

 

 

施策事業：庁舎等市有建築物の耐震整備（当初・3月補正前倒し） 

 

         （担当部局課名）農林水産部土佐山地域振興課，春野地域振興課 

                 市民協働部人権同和・男女共同参画課 教育委員会青少年課 

 １ 事業目的   

     高知市南海地震対策中長期計画に基づき，地震発生時における庁舎等市有建築物での市

民及び職員の安全を確保するため，防災拠点である老朽化した土佐山庁舎，春野庁舎等の

市有建築物の耐震整備を行うもの。 

 

 ２ 事業年度   平成25年度から 

          （土佐山，鏡庁舎は平成24年度から） 

 ３ 平成25年度事業費       １７ ，９３１千円（３月補正前倒しを含む） 

    （内訳）  

      土佐山庁舎      耐震補強整備事業費（設計）  4,500千円 

      春野庁舎・春野北庁舎 耐震診断事業費         7,400千円 

        春野弘岡中市民会館  耐震診断事業費         3,140千円(3月補正前倒し) 

工石山青少年の家本館 耐震診断事業費           2,891千円 

 

 ４ 事業概要及び平成25年度の事業内容 

建物名称 建築年 延床面積 ＩＳ値 平成25年度 平成26年度の取組 

土佐山庁舎 Ｓ54 1,294㎡ 0.46～1.19 耐震補強設計 耐震補強工事 

鏡庁舎 Ｓ46 757㎡ 0.25～1.08 耐震化計画策定 耐震化の取組 

春野庁舎 Ｓ37 1,146㎡ 

春野北庁舎 Ｓ56  849㎡ 

 耐震診断 耐震化計画策定等 

春野弘岡中市

民会館 
Ｓ50 493㎡  耐震診断 耐震化計画策定等 

工石山青少年

の家本館 
Ｓ50 1,005㎡  耐震診断 耐震化計画策定等 

   

  ５ 成果目標・事業効果 

    庁舎等の市有建築物については，施設利用者や職員の安全確保，並びに行政機能の維持

を図るとともに，地震時の防災拠点・避難施設として活用していく必要性があることから，

順次，耐震診断を実施し，耐震整備に取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      〔土佐山庁舎〕        〔鏡庁舎〕         〔春野庁舎〕 
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 施策事業：※防災士育成事業 

 

                   （担当部局課名）総務部   人事課     

                           教育委員会 教育政策課 

 

 １  事業目的   

    災害対応に関する基礎的・基本的な知識や技能を習得し，防災・減災活動を推進

していくことのできる市職員及び市立学校教員を育成するために，全国統一基準に

よる防災知識等の認定制度である，ＮＰＯ日本防災士機構が認証する民間資格「防

災士」取得の支援を行なう。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    １，８００千円 

                   1,100千円（市職員分） 

700千円（市立学校教員分） 

     （主な経費） 

  

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    日本防災士機構により認定された「防災士養成研修」として開講される，「防災

人づくり塾」を市職員及び市立学校教員に受講させ，受講修了者に対し，防災士資

格取得試験受験料及び合格後の資格認証登録料を助成することによって，市職員及

び市立学校教員の防災士資格取得を支援する。 

 ５  成果目標・事業効果 

    市職員及び市立学校教員について，毎年度順次計画的に「防災士」を育成してい

く。 

「防災士」の資格取得者が，職務としてのみならず居住する地域での防災・減災

活動の中心的役割を担うこと，さらに市立学校教員の資格取得者が，学校における

防災教育の実践・指導のコーディネートや学校での災害対応の中心的役割を担うこ

とによって，災害に強い組織づくり，地域づくりを推進していく。 



－３８－ 

 施策事業：※地域防災計画等改訂事業費  

                   （担当部局課名）防災対策部 防災政策課   

 １  事業目的   

    東日本大震災の教訓等を踏まえ改正された災害対策基本法に基づき，修正さ

れた国の防災基本計画や高知県地域防災計画の修正に併せて，高知市地域防災計画

（一般対策編・震災対策編）の修正や業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等を行ない，

本市の総合的な災害対応力の向上を図ることを目的とする。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    ３０,０００千円 

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

 地域防災計画（一般対策編，震災対策編）の修正や業務継続計画（ＢＣＰ）の策

定及び避難所開設・運営マニュアルの見直し等を行う。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    地域防災計画の修正を行い本市防災対策の基本方針を再構築する。併せて業務継

続計画（ＢＣＰ）の策定等を行い被災後の応急対応と市民生活に不可欠な行政サー

ビスが速やかに実施され早期の復旧・復興体制の確立に繋げる。 

また，避難所開設・運営マニュアル等の見直しや策定を行い，災害時においての

様々な対応をより実践的で効果的に実施できるようにするもの。 
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地区別津波避難計画
(津波防災マスタープラン)

地区別津波避難計画
(津波防災マスタープラン)

受援計画受援計画

避難所開設・運営マニュアル
避難所開設・運営マニュアル

重点対策重点対策

備蓄計画備蓄計画

業務継続計画
業務継続計画

東南海・南海地震防災対策推進計画東南海・南海地震防災対策推進計画

南海地震対策中長期計画南海地震対策中長期計画

※水道・消防・医療関係及び
他組織分は除く

【地域防災計画に位置づけられる各計画等 Ｈ22年度修正版】

平成平成2525年度策定分年度策定分

(復旧)復興対策(復旧)復興対策 (復旧)復興計画(復旧)復興計画

避難誘導マニュアル避難誘導マニュアル

被害判定マニュアル被害判定マニュアル

救援対策本部運営マニュアル救援対策本部運営マニュアル

遺体処理マニュアル遺体処理マニュアル

災害救助法適用マニュアル災害救助法適用マニュアル

市職員初動活動マニュアル市職員初動活動マニュアル

廃棄物等処理マニュアル廃棄物等処理マニュアル

本部設置・運営マニュアル本部設置・運営マニュアル

被害状況調査マニュアル被害状況調査マニュアル

災害時活動マニュアル災害時活動マニュアル

災害時要援護者支援対応マニュアル災害時要援護者支援対応マニュアル

マニュアル有り（マニュアル有り（※※要改訂）要改訂）

予防(応急)対策予防(応急)対策

高
知
市
地
域
防
災
計
画
（
一
般
・
震
災
対
策
編
）

高
知
市
地
域
防
災
計
画
（
一
般
・
震
災
対
策
編
）
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 施策事業：  防災キャンプ推進事業 

防災教育推進地域指定事業 

※救急救命講習事業 

                   （担当部局課名）教育委員会 教育政策課   

 １  事業目的   

    学校における防災教育の推進や児童生徒の防災対応力の向上をめざす。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

（防災教育推進地域指定事業は平成24年度から27年度の予定） 

 

 ３  平成25年度事業費     ４，６００千円 

      防災キャンプ推進事業      800千円 

      防災教育推進地域指定事業  1,800千円 

      救急救命講習事業     2,000千円 

    （主な経費） 

       心肺蘇生法技能講習委託費    200千円（教育政策課） 

       救急救命講習事業      1,800千円（消防局） 

       講師謝金            300千円 

        消耗品費（体験用非常食等）   800千円  

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

〇 防災キャンプ推進事業  

  地域において想定される災害や被災時の対応等について理解を深めるとともに，

学校が避難所となった場合を想定した生活体験をすることで，防災教育の観点に

立った体験活動を行う。１つの指定校による事業を推進の予定。 

〇 防災教育推進地域指定事業 

防災教育を推進するために中学校区を指定し，校区の小学校や地域との連携に

より，防災力の向上をめざす。11中学校区と市立養護学校を指定の予定。 

〇 救急救命講習事業  

  市内の小学校５年生と中学校２年生の全児童生徒を対象に，共助の技能と態度

を身に付けさせる取組として，心肺蘇生法の技能講習を実施する。（小学校は日

赤高知県支部，中学校は消防局に依頼） 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    防災キャンプ推進事業や防災教育推進地域指定事業により，学校だけでなく保護

者や地域と一体となった取組になり，学校が地域防災の拠点となるような防災教育

の推進を図る。また，児童生徒に心肺蘇生法の技能講習を実施することにより自助

に根ざした共助のあり方を考え，助けられる人から助ける人への転換をめざす。 
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 施策事業：（仮称）南部分署建設事業  

 

                   （担当部局課名）消防局 総務課   

 １  事業目的   

    いのちと暮らしを守る「あんしんのまち」づくりのため，各種災害に的確に対応

し，被害を最小限に抑えるために，新耐震基準に適合していない庁舎の耐震化を図

るとともに，合併により拡大した市北部・南部地域の消防・救急体制の充実強化に

向けた消防署所の再編を推進し，災害対応力の強化を目指す。 

 

 ２  事業年度   平成24年度から平成26年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費     

       １４５,０００千円 

 

    （主な経費） 

     造成工事費     120,000千円 

     水道工事負担金    24,957千円 

   

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    平成30年度までに署所再編計画に基づく消防庁舎等の耐震化の推進を図る。 

現在，老朽化が著しく，津波浸水想定区域内にある長浜出張所と春野出張所を統

合し，新たに (仮称)南部分署を整備するため，平成24年度に春野町芳原に用地

（面積約4,600㎡）を取得し，基本・実施設計に着手した。 

    平成25年度は，現在取り組んでいる基本・実施設計を完了し，造成及び配水管敷

設工事を行うとともに，進捗状況に応じて，本体建設工事の年度内の着工を予定し

ている。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    (仮称)南部分署については，早ければ平成26年度中，遅くとも平成27年度当初の

開署を目指しており，南部地区の防災拠点として，災害対応力の強化を図るととも

に，開署後は地域住民等の防災学習等の啓発に努め防災意識の向上を図る。 

 

（仮称）
南 部 分 署

基本実施設計

配水管敷設工事

造成工事

本体工事

平成24年度 平成25年度 平成26年度

整備時期 耐震状況

S42.11
×

(1,2F：○)

江ノ口出張所 S46. 1 ×

旭 出 張 所
S38.10

(S58移転)
○

S45. 3
(H13移転)

○

東 部 出 張 所
S54. 5

(H14建替)
○

三 里 出 張 所 H 3.10 ○

S50.10
×

(1F：○)

長 浜 出 張 所 S40. 4 ×

西 出 張 所 S62.10 ○

春 野 出 張 所 S49. 3
(仁淀消防組合から移管)

×

中 消 防 署

名         称

消防署所の整備時期･耐震基準適合状況

東 消 防 署

南 消 防 署
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 施策事業：※長浜分団屯所建設事業  

 

                   （担当部局課名） 消防局 総務課   

 

 １  事業目的   

    消防分団屯所は，南海地震等の大規模

災害時には地域の防災拠点として機能が

確保されていなければならない。 

市内32か所の消防分団屯所のうち，新

耐震基準に適合しない６分団屯所の耐震

化を図るとともに，建替えに合わせて高

台移転を目指し，地域防災力の向上を図

る。 

 

 ２  事業年度   平成25年度 

 

 ３  平成25年度事業費     

       ３６,０００千円 

(うち３月補正2,400千円) 

    （主な経費） 

       工事費  30,992千円 

       委託費   5,000千円 

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    旧耐震基準の消防分団屯所は６か所となっており，この内，市有地への高台移転

が可能な長浜分団屯所の移転建設を行うもの。 

建設用地は，みどり課所管の市

有地であり，２階を周辺住民の一

時的な緊急の避難場所として活用

できるように整備する。 

 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    消防分団屯所の整備により，地 

域防災力の中核としての消防団機 

能の充実・強化が図られるととも 

に，特に南海地震発生時の地域住 

民の避難経路での誘導等を含め， 

地域防災力の向上が図られる。 

 

旧耐震基準(昭和56年以前)建設の消防分団屯所 

分団名 建築年 構造 

春野東分団 S50年 ブロック造２階建 

春野南分団 S52年 ブロック造２階建 

江ノ口分団 S54年 鉄骨３階建 

長浜分団 S55年 鉄骨２階建 

布師田分団 S55年 鉄骨２階建 

初月分団 S55年 鉄骨２階建 

長浜分団 建替前 建替後 

敷地面積（㎡） 148.50㎡ 360.00㎡ 

延床面積（㎡） 134.75㎡ 100.00㎡ 

構造 鉄骨２階建 鉄骨２階建 

 

現長浜分団屯所 

海抜7.3m 

海抜1.9m 
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 施策事業：※春野東分団屯所建設事業  

                   （担当部局課名） 消防局 総務課   

 

 １  事業目的   

    消防分団屯所は，南海地震等の大規模

災害時には地域の防災拠点として機能が

確保されていなければならない。 

市内32か所の消防分団屯所のうち，新

耐震基準に適合しない６分団屯所の耐震

化を図るとともに，建替えに合わせて高

台移転を目指し，地域防災力の向上を図

る。 

 

 ２  事業年度   平成25年度 

 

 ３  平成25年度事業費     

       ４２,０００千円 

（うち３月補正2,400千円） 

    （主な経費） 

      工事費   31,483千円 

      用地費    6,000千円 

      委託費    4,000千円 

  

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    旧耐震基準の消防分団屯所は６か所となっており，この内，高台移転が可能な春

野東分団屯所の移転建設を行うもの。 

建設用地は，海抜11.2ｍの

位置にあり，予想最大浸水深

は０ｍである。また２階を周

辺住民の一時的な緊急の避難

場所として活用できるように

整備する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    消防分団屯所の整備により，地 

域防災力の中核としての消防団機 

能の充実・強化が図られるととも 

に，特に南海地震発生時の地域住 

民の避難経路での誘導等を含め， 

地域防災力の向上が図られる。 

旧耐震基準(昭和56年以前)建設の消防分団屯所 

分団名 建築年 構造 

春野東分団 S50年 ブロック造２階建 

春野南分団 S52年 ブロック造２階建 

江ノ口分団 S54年 鉄骨３階建 

長浜分団 S55年 鉄骨２階建 

布師田分団 S55年 鉄骨２階建 

初月分団 S55年 鉄骨２階建 

春野東分団 建替前 建替後 

敷地面積（㎡） 192.72㎡ 274.80㎡ 

延床面積（㎡） 85.25㎡ 100.00㎡ 

構造 ブロック造２階建 鉄骨２階建 

 

現春野東分団屯所 

海抜4.1m 

海抜11.2m 
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 施策事業：上水道災害対策事業  

 

                   （担当部局課名）  水 道 局     

 

 １  事業目的   

    近い将来，高い確率で発生が予想されている南海トラフ巨大地震に備えて，水道

施設の耐震性機能強化及び災害発生時の飲料水等の確保に必要な応急給水施設を整

備することにより「災害に強い水道づくり」を進めていく。 

 

 ２  事業年度   平成４年度から平成32年度まで 

 

 ３  平成25年度事業費  ３,０１６,５００千円 

 

                               緊急遮断弁 

    （主な経費）  

(1)送水幹線二重化（２工区，３工区）      427,100千円 

うち一般会計負担金170,840千円（事業費の4/10） 

       (2)基幹施設耐震化             65,200千円 

       (3)基幹管路耐震化           2,365,000千円 

(4)緊急遮断弁設置               78,000千円 

 

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    (1)送水幹線二重化：平成32年度末までに針木浄水場から九反田配水所までの送

水幹線を新たに耐震管で結ぶことにより二重化する（５工区中１工区完了）。

平成25年度は２工区工事等（平成24～28年度継続事業）と３工区実施設計。 

(2)基幹施設耐震化：災害対策の観点から実施する配水池等の基幹施設の耐震化。

平成25年度は鏡川第１取水所の耐震補強実施設計，西部高地区配水池の耐震補

強工事及び針木中継ポンプ所外の耐震性詳細診断。  

    (3)基幹管路耐震化：耐震管への布設替により，平成23年度末の基幹管路（口径 

150㎜以上）の耐震化率18.4％を平成28年度末に30％まで向上。平成25年度は

約19kmを施工。 

    (4)緊急遮断弁設置：応急給水拠点を含む基幹配水池８か所に緊急遮断弁を設置

（６か所設置済）。平成25年度は森山配水池に設置。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    (1)送水幹線二重化：地震発生時の針木浄水場から九反田配水所までの送水確保 

(2)基幹施設耐震化：地震発生時の基幹施設の機能維持 

(3)基幹管路耐震化：地震発生時の基幹管路被害の減少 

(4)緊急遮断弁設置：地震発生時の飲料水の配水池での確保 



―４４― 

施策事業：※自治体コールセンター運営事業 

                                  （担当部局課名）総務部総務課 

１ 事業目的 

  「市民サービスの向上」「情報格差の解消」「業務の効率化・標準化」「市民ニーズの把握と市政への反映」

を目的とし，市民等からの様々な問い合わせを，一元的に受け付け，その場で迅速かつ的確に情報を提供

する「（仮称）高知市コールセンター」を開設するもの。 

 

利用者

電　話

ＦＡＸ

メール

・各種問合せ
・代表電話交換
・制度，手続き
・イベント

・施設案内

(仮)高知市コールセンター

利用者
(市民等)

担当課

担当課
職員

担当課
職員

①一元的
に受付

②情報入手

③迅速かつ
的確な対応

④内容に
応じ担当
課へ転送

⑤対応履
歴を登録

⑥市民の
声を施策
に反映⑦ホームぺ

ージ公開

FAQ
ﾃﾞ ｰﾀﾍ ﾞｰｽ

広報誌
各種資料

対応履歴
ﾃ ﾞｰﾀﾍﾞ ｰｽ

 

   （年額概算内訳）・運営費 従来分（代表電話交換業務，庁舎案内業務）  14,000千円/年 

                増加分（人件費，設置場所賃借料等運営経費） 31,600千円/年 

           ・開設準備分（システム構築・電話設備等分割払）     8,400千円/年 

 

４ 事業概要及び平成25年度の事業内容 

  ⑴ （仮称）高知市コールセンターの事業概要 

   ・ 運営日・運営時間     年中無休 ８時00分～19時00分 

   ・ コールセンター電話番号  高知市役所代表電話番号（088-822-8111） 

   ・ 設置場所         委託事業者施設内 

   ・ 応対手段         電話，ＦＡＸ，メール 

現  状 コールセンター開設後 

市役所開庁時間のみ 

 開設時間 約2,200時間 

年中無休・運営時間延長 

 開設時間 約4,010時間 

電話設備 ３ブース 

 代表電話交換のみ 

 

電話設備 ９ブース 

 代表電話交換，市民からの問合せに回答 

 応対履歴の蓄積 

  ⑵ 開設スケジュール 

   ・ 平成25年５月 委託事業者公募 

   ・ 平成25年７月 委託事業者決定 

   ・ 平成26年２月 代表電話交換業務試行開始 

   ・ 平成26年３月 コールセンター業務試行運用開始（市役所開庁時間） 

   ・ 平成26年４月  本格運用開始（年中無休，時間外対応） 

 

５ 成果目標・事業効果 

   市民から寄せられる問い合わせ内容が多種多様化する中，市民にとって身近で便利な行政を実現する

ため，問い合わせ窓口の一元化を図り，１本の電話で複数課にまたがる内容等を，迅速かつ的確に回答

及び案内することにより，市民サービスの向上を図る。また，コールセンターにおける応対の記録を集

約することで，潜在的な市民ニーズを把握し，これらを業務改善等に利活用する。 

   また，職員の電話応対業務削減や，ＦＡＱ（よくある質問と回答）整備による応対品質の均質化など，

業務の効率化・標準化への役割を担い，さらには情報格差の解消として，パソコン環境がないなどの情

報弱者への電話での対応も可能となる。 

２ 事業年度    

平成25年度から 

     

３ 平成25年度事業費 １１,６０５千円 

（内訳） 

   ・コールセンター  

運営委託費   9,000千円 

    （平成26年２～３月分） 

   ・コールセンター 

広報費     2,605千円 

※コールセンター運営委託費（年額） 

         年間 54,000千円/年 



―４５― 

 施策事業：※行政評価推進事業 

              市民意識調査事業 

               （担当部局課名） 総務部 行政改革推進課・総合政策課 

 

 １  事業目的   

    2011高知市総合計画及び実施計画の実効性を確保するため，政策・施策評価を実

施し，効率的・効果的な行財政運営に向けて取組みを開始する。併せて市民意識調

査を実施し，政策・施策評価に市民満足度等の結果を反映させていく。 

 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費      ６，５００千円 

            行政評価推進事業 1,500千円  

            市民意識調査事業 5,000千円    

 

    （主な経費） 

       報償費  1,399千円 

       旅 費   101千円 

       委託料  3,518千円 等 

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    行政評価を行う意義・目的の周知と評価を実施する上で求められる指標の考え方，

捉え方についての職員研修を実施する。併せて，20歳以上の市民10,000人を対象に

意識調査を実施し，市民満足度等の結果を政策・施策評価の評価指標とすることで，

市民動向と評価を連動させ，実効性のある評価システムに繋げて行く。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    政策・施策評価の導入の目的の周知と施策指標の考え方，捉え方についての研修

を，主に所属長を対象に実施し，市民意識調査の結果を踏まえた政策・施策評価を

実施し，2011高知市総合計画第1次実施計画の検証を行うとともに，第2次実施計画

策定に向けての基礎資料とする。 

  



―４６― 

 施策事業：※議会インターネット配信事業  

 

                   （担当部局課名）議会事務局 議事調査課   

 １  事業目的   

情報伝達手段の進展に伴い，インターネットでの議会中継は，中核市の約83％が

実施している状況である。そのため，本市においても，議会広報の充実を目指し，

これまでの本会議（定例会）のケーブルテレビによる生中継に加え，インターネッ

トで録画映像を配信することにより，視聴者が見たいときにいつでもパソコンで議

会中継（録画配信）を見ることができるようにする。このことにより，より市民に

開かれた議会を目指す。 

 

 ２  事業年度   平成25年度から 

 

 ３  平成25年度事業費    １，０００千円 

    （主な経費） 

       初期導入費（システム及びサーバセットアップ料，カスタマイズ料等） 

       保守管理費（システム使用料，運用保守料，回線使用料，サーバー使用料，

映像データ整理料等）〔25年度は10か月分〕    

   

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

    ケーブルテレビの映像（定例会本会議のみ）を利用し，議会閉会日から約２週間

後にインターネットで録画配信する。 

この配信システムでは，会議名，質問議員名，会議日，質問通告内容の語句等に

よる検索が可能となり，見たい部分を選んで視聴することも容易にできる。 

平成25年６月定例会の本会議分から録画を配信する。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    ケーブルテレビの加入者や本会議の傍聴者以外にも，時間的・場所的な制約を受

けることなく本会議を視聴できる機会が拡がることで，より多くの市民が議会の活

動を知ることができ，議会や市政課題への関心が高まることが期待できる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



―４７― 

【地域コミュニティの再構築を考えるフォーラムの様子】 

  施策事業：地域コミュニティの再構築事業  

 

              （担当部局課名）市民協働部 地域コミュニティ推進課  

 

 １  事業目的   

    少子高齢化や人口減少，また家族形態の変化，人のつながりが希薄化したこと等

によって地域自治の担い手が固定化し不足していることなど，今後の住民自治活動

の継続が懸念されていることから，自治によるまちづくり活動の継続・活性化のた

めに，地域内の連携協力による 

地域コミュニティの仕組みを

地域と行政が共に考えていく

こと，また，行政内部でも連

携して，それぞれの地域の自

治を支援し，地域と行政の協

働を推進する「新たな仕組

み」の構築を目指して取り組

むもの。 

 

 ２  事業年度  

平成22年度から 

 

 ３  平成25年度事業費  ４,０００千円   

        

 ４  事業概要及び平成25年度の事業内容   

   地域においては，地域の各種団体等を網羅した地域内連携協議会の組織化を働きか

けていく。25年度についてはこれまでに協議会の設立を提案してきた地区への取組を

継続するとともに，コミュニティ計画未策定地区も含めたその他の地区へも提案を広

げていき，結成された協議会に対しては人的・財政的な支援を行っていく。 

   また，平成24年度に行った地域リーダー養成講座は今年度も継続して開催し，地域

活動の担い手の掘り起こしにつなげていく。また，事業を市民の方へ周知するための

講演会の開催，行政内部の横の連携づくりや職員向けの研修などもより充実を図って

いく。 

 

 ５  成果目標・事業効果 

    地域内連携協議会については，概ね小学校区をエリアとして将来的には市内全域

での結成を目指す。 

    地域内連携協議会の設置と庁内連携のしくみの構築を合わせて行い，地域と行政

との協働による施策の推進を図っていく。 


